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フィリピン農業教員研修に参加して

本 岡

Ⅰ は し が き

私は1971年 2月8日から3月20日まで 6週

間,ユネスコ ･コンサルタン トとしてフィリ

ピンの農業教員研修に従事した｡ もともと,

私自身農業開発における農業教育の重要性に

ついては強い関心をもっている｡1) また,莱

展途上国においては農業教育についての問題

が多 く,またその解決が容易でないことをし

ばしば観察した｡しかし,私自身直接に発展

途上国の農業教育に携わった経験が全然なか

ったので,みずから農業教員の再教育を行な

ってみたいと考えた｡

この農業教員研修は,日本がユネスコに対

して提供した信託基金 (TrustinFund)で

もって開かれたものである｡ それだけに,ぜ

ひともそれを成功させた く,これが私の参加

したひとつの理由でもあった｡

さらに,私はフィリピンは再三訪れたこと

があるが,マニラと国際稲作研究所 (Interna-

tionalRiceResearchInstitute-1RRI)以外

は全然知らない｡東南アジアにおけるフィリ

*京都大学東南アジア研究センター

1)本岡武 ｢東南アジア農業開発と農業教育｣ 『柏

祐賢博士還暦記念近代農学論集』昭46,pp.661-
682および TakeshiMotooka,Responsibility
of AgriculturalEducation in Southeast

AsianDevelopment,DiscussionPaperNo.32,
CenterforSoutheastAsianStudies,Kyoto
University,Kyoto,1971を参照されたい.

武*

ピソのもつ意味を考えるとき,たとえ短期間

であろうと,マニラから離れてフィリピン農

村にある大学でフィリピン人と寝食をともに

し,この国の農業教育はもちろん,広 く農業

開発の諸問題を瞥見することは有意義だと考

えた｡

6週間というきわめて限られた期間であっ

たが,ある程度までこれらの目的をほたすこ

とができたと思う｡ ここに,まずこんどの農

業教員研修コースについて報告するとともに,

フィリピンの農業教育,とくに中等農業教育

の実状と問題,さらに,簡単ではあるがフィ

リピンの農業開発が当面する諸問題について

の観察を報告しておきたい｡

Ⅱ ユネスコ ･アジア地域農業教員研修

モービル ･チーム

もともと UNESCOMobileMissionTeam

forTrainingAgriculturalTeachingStaffin

Asiaというこの構想は,ユネスコと 日本と

の双方から生まれたものである｡ すなわち,

ユネスコ本部科学局農業教育 ･科学部が,最

近,農業教育のうち従来の高等農業教育の重

視から一歩進んで中等農業教育の重要性を強

調するようになった｡他方,わが国のユネス

コ国内委員会は ｢南北問題｣と積極的にとり

くもうとし,発展途上国に対する教育援助,

とくにそのうちでまず農業教育をとりあげる

ことになった｡
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この発展途上国における中等農業教育振興

についてユネスコ本部と日本ユネスコ国内委

員会との意見が一致し,両機関共催のもとに

1969年10月～11月,東京でアジア地域農業教

育研修コースが開かれた｡これは,アジア各

国から1-2名の研修生が参加した regional

basisのものであった｡ そのかぎり,きわめ

て成功的だといわれている｡ しかしこれだけ

に終わってしまうと,実際の各国の農業教育

の 現場への インパクトが あまり期待できな

い｡そこで,教育行政官よりも,とくに中等

農業学校の教員を対象として,国ごとに研修

コ-スをもつ必要が生まれる｡ これがいわゆ

るnationalbasisの研修コースでありgrass

rootsへの第一次接近なのである｡ これを実

現するために, ユネスコから mobileteam

(巡回指導団)をアジア各国に派遣することに

し,その費用と教材を日本政府がユネスコ国

内委員会を通してユネスコ本部に提供するこ

とになった｡そして,ユネスコも受け入れ国

もそれぞれの必要経費を分担するというのが,

こんどのユネスコ･アジア地域農業教員研修

モ-ビル ･チ-ムの梶本的な構想である｡

幸いに日本側のユネスコ-提供する信託基

金についての新規要求が昭和45年度予算で認

められた｡しかし,このチームを受け入れる

国の選択や,その国の受け入れの手続きに手

間どったため- これは国際機関を通しての

発展途上国援助についてしばしば見られるこ

とであるが- ,やっと年度末に近い1971年

2月23日～3月14日の3週間,フィリピン ･

ユネスコ国内委員会を通して,中部ルソン国

立大学がホス ト･イソスティテユ-シュンと

して選ばれた｡

このモービル ･チームには,ここ3カ年ユ

ネスコ本部農業教育 ･科学部長をつとめて帰

国したばか りの帯広畜産大学田島重雄教授を

リーダーとして,東京コースの時,唯一のユ

ネスコ･コンサルタン トをつとめた ミネソタ
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大学 Milo∫.Peterson教授と私とが参加し

た｡田島,ど-メ-ソソ両教授は農業教育の

専門家であり,私は農業の社会 ･経済的側面

を担当することになった｡

われわれのチームはフィリピンだけしか訪

れなかったから,実際はモービル ･チームと

は言えない｡ 日本政府は昭和46年度予算で3

カ国をまわる農業教育チームと,新たに同じ

く3カ国をまわる教育計画チームを送るため

の信託基金をユネスコ本部に提供することに

なったので,第 2年度 (1971年度)からは本

当の意味でのモ-ビル ･チ-ムになるであろ

う｡

このモービル ･チームは,わが国の対外援

助について いろいろな意味を もつと思われ

る｡ 第 1には,日本がユネスコに信託基金を

提供した最初のケースであるだけに注 目され

てよかろう｡ 国連機関-の信託基金提供が効

果的に運用されるか否かのテス トとなるから

である｡さらに,現在わが国の対外援助のう

ちでは二国間ベースが圧倒的に多いが,多国

間ベースの援助が増加しつつある｡たとえば,

1969年度対外援助 1,263百万 ドルのうち,国

際機関に対する出資拠出,融資,融資参加を

意味する多国間援助は114百万 ドル,すなわ

ち9%に達している｡(表 1参照)しかも,多

表 1 わが国援助実績のうちの多国間ベースの割合
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国問援助は原則的には好ましいとされている

だけに,信託基金をユネスコに提供すること

は,今後の多国間ベース援助の拡大という見

地から興味がもたれよう｡第 2には,わが国

の対外援助はあまりにも経済にかたより広い

意味での社会 ･教育 ･文化の面を軽視してい

るとの批難に対し,この農業教育援助はたし

かにひとつの回答となるであろう｡ また,わ

が国の開発援助がこれまで資金や資材に重点

をおき,人と人との協力という問題をあまり

とりあげてこなかったことに対するひとつの

反省となるであろう｡

第3には,日本の信託基金のはかユネスコ

本部と受け入れ国との三者が三つの経費を分

担し,受け入れ国が主催するというこの方式

紘,いわゆる開発のための ｢自助の原則｣か

ら見てきわめて高 く評価されよう｡ これが具

体的に実現 されるか どうかは, 援助の ｢現

実｣としてたしかに問題をはらんでいる｡事

実,今回のフィリピンの場合,フィリピン側

は経費の分担はおうか,提供したいっさいの

サービスに対してもユネスコ本部から費用を

受け取った｡

Ⅲ フィリピン農業教員研修コース

これは,∫ntensiveln-serviceRefresher

TrainingCourseinSecondaryVocational

Agricultureといわれる｡

フィリピン ･ユネスコ国内委員会の協力の

もとに,マニラの北方約 150km の Neuva

Ecija州 MuBoz にある中部ルソン国立大学

(CentralLuzonStateUniversity)で開催さ

れた｡

フィリピン高等農業教育のメッカともいう

べきロス ･バニュオスにあるフィリピン大学

農学部でなくてこの大学が選ばれた理由は,

この大学が1967年以来 5カ年計画で国連開発

計画 (UNDP),UNESCO特別基金による高

等農業教育援助計画の対象になっているため

である｡ 現在 7人のユネスコ専門家が駐在し,

これを研修コ-スのスタッフとして利用し得

ることも期待された｡

幸いに中部ルソン国立大学は,強力な統制

力をもつAmadoC.Campos学長をプロジェ

ク ト･リーダーとし,まれにみるほど献身的

にして有能な教育学部長 ConchitaM.Cruz

女史を実際の責任者として,見事に研修コー

スの準備をはたした｡

研修生としては,全国の Superヽ弓sor(慕

業学校監督官),Superintendent(視学官)･

農業学校長,農業学校農場主任 ･教育の三つ

のグループからそれぞれ10人ずつ合計30人が,

文部省職業教育局とフィリピン農科大学協会

(AgriculturalCollegesAssociationofthe

Philippines)によって選抜された｡かれらほ

フィリピン農業学校教育のエ リー トである｡

その8割以上はフィリピソ大学農学部の卒業

生であるから,この大学のフィリピンの農業

教育に対する勢力のほどがうかがわれた｡

講師は,非常に広範囲にフィ1)ピソの最高

級の専門家が 集められた｡ 国連関係と して

紘,われわれコンサルタン トのほか,荊述の

UNDP/UNESCO/SF の専門家全員 7人｡政

府関係としてほ, 大統領府農業 生産 性委員

会 ･全国農地制度会議 ･情報局 ･農業天然資

源省農業経済局 ･農産局 ･畜産局 ･文部省国

公立学校局 ･職業教育局から局長または次長

クラス11人｡ 大学関係としてほ12人｡その他,

国際 稲作 研究所4人と国際農村 復興研究所

(InternationalInstituteofRuralRecon-

stmction)1名｡合計38名にのぼる｡ ただ大

学関係から選ばれた講師のうち3-4名はか

なり程変の劣るものであった｡

講義は原則としてセ ミナー方式をとり,1

時間半をひとこまとし,多 くの講師はひとこ

まだけを担当した｡ 〔中部ルソン国立大学の

教授には2こまが与えられたが,これもフィ

リピンに特徴的な縁故採用主義 (nepotism)
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のあらわれと見てよかろう｡〕原則として45
分が講義に,あとの45分はディスカッション

にあてられた｡

そのはか, 1日はこの NeuvaEcija州に

おける農業施設の見学,また3日は約 150km

北西にある避暑地 Baguioへのエクスカーシ

ョソにあてられた｡

概していうと,研修コースはきわめて内容

の充実したものであった｡これはひとつには

フイ 1)ピソ側の熱意のほどによる｡ たとえば,

開会式には JuanLManuel文部次官が前 日

からやってきて基調演説を行ない,閉会式に

紘,後述するように米価問題が非常に深刻で

あった時期にもかかわらず JoseDrillonJr.

農業天然資源次官が- リコプクーで馳せ参じ,

当面する農業問題を論じたほどである｡とく

に感銘したのは,3週間の研修コースを通し

て参加者全員みな出席しただけでなく,遅刻

も早退も皆無だったことである｡ このような

出席率は,わが国のこの種の研修会では,ち

ょっと考えられない｡また,事務局がベーパ

-のタイプや謄写にすぐれていたことも通し

てほならないし,研修生の宿舎,食事につい

てもよく配慮されていた｡発展途上国として

はまことに見事なものであった｡

この意味において,今回の研修コースは非

常に成功的であったといえよう｡この理由と

してほ, まず第 1に ホス トである中部ルソ

ン国立大学の熱意, とりわけさきに述べた

Campos総長の独裁力と Cruz教育学部長の

献身とによると思われる｡ 責任をもって準備

にあた り実行するものがなければ,かかる研

修コースはうまくい くものではない｡第 2に

紘,東南アジア諸国のなかで,フィ リピンは

英語による国際的なコースにすぼらしく優れ

ていることである｡ 第 3には,わずか30人の

3週間の研修コースに日本政府が11,000ドル,

ユネスコ本部が8,500ドル,合計 19,500ドル

を支出したことを挙げなければならない｡参
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加者 1人あた り650ドルになっている｡650ド

ルといえば, 農業学校長クラスの月給が 500

ペソ (すなわち現在のフイ 1)ピソの flOating

rate1ドル-6.45ペソで計算すると約80ドル

たらず) であるから, 研修生の月給の8カ

月分に相当するわけだ｡費用がこのようにか

かる点については,今後の教育援助のあり方

としてよく考えられなければならないであろ

う｡

この研修コ-スにおいて強 く感じたつぎの

諸点をあげておきたい｡第 1には,フィリピ

ン人の講師だけでなくユネスコ専門家の講師

にも,きわめて非現実的な講義がかなり多か

った ことである｡ もちろん ⅠIRRの 副理事

長 Flavier博士のように きわめて農村 の実

態に即した講義もあったが,アメ1)カの教科

書そのままを,あるいは単に抽象的な原理原

則だけを述べるものが多かった｡フイ リピソ

の実態,あるいはその原理の実際の応用につ

いてはあまり講義されなかった｡ これにはア

メリカの影響もあるのではないかと思われる

が,講義のあとのディスカッションを通して

も,講師が実態についてあまり知 らないし,

また現実を議論するのを好まないとの印象が

強かった｡ ことに最も問題となるべき農地制

度改革についても,このNeuvaEcija州の農

地制度改革それ自体もほとんど問題にされな

かった｡ 視聴覚教育の必要性がうたわれ,そ

のための講義も行なわれたが,実際の農業学

校で昼間送電のあるところはきわめてわずか

であるという｡(これは研修生のひとりが私に

そっと教えてくれたことである｡) このこと

も全然ディスカッションにはならなかった｡

また入学資格について資格審査をきびしくす

べきだとか,農業に従事するものだけを採用

すべきだとかいう決議まで行なわれたが,実

際のフィリピンの地方政治家の入学者選抜に

対する圧力を,また根本的には政治家の学校

に対する強力な発言権をどう排除するかにつ
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いてはまった く議論されなかった｡講師だけ

でな く研修生自身も現実に対する関心がうす

い｡あまりにもきれいごとすぎ,観念的であ

るという印象はぬ ぐい得ないのであった｡

第2は伝達研修についてである｡ フィ リピ

ン側からほ来年度も今回の国レベル研修コ‥

スを開いてはしいとの強い希望があった｡し

かし,各地方での伝達研修コ-ス,すなわち

地方 レベルのそれ こそ 今回の 研修 コ-ス の

follow-up として 開催 すべきでは なか ろう

か｡ さきに述べたようにこの 研修コース の

documentationは非常に立派であったから,

各地方から選抜された研修生が中心となって

各地方 ｢伝達研修｣ を開 くことは 技術的に

みて可能であろう｡ ところが,資金的に容易

でない｡研修生や文部省職業教育局それ自体

にも地方での伝達研修に意欲がみられないた

め,伝達研修の可能性ほうすいのではないか

と思われる｡ ユネスコとしてほ,地方ごとの

伝達研修コースまで世話することはできない

であろう｡ しかし,今回の研修コースがフィ

リピンの農業教育の現実にインパク トをもつ

かどうかは,地方別の伝達研修にかかるとこ

ろが大きいことを強調しておきたい｡

第 3に,さきにも触れたように,こんどの

研修コ-スについてフイ 1)ピソ側はいっさい

の資金的負担をしなかった｡講師謝礼,研修

生旅費日当はじめいっさいの労力やサービス

に対しても全部ユネスコが支払ったし,中部

ル ソン国立大学の関係者にもこのユネスコ負

担で謝礼が支払われた｡これは日本 ･ユネス

コおよび受入国がともに経費を負担し合うと

の方針に反するだけでなく,被援助国もなん

らかの形で経費を分担するとの技術援助の根

本原則に反している｡ いわゆる自助の原則が

少しもとり入れられなかった｡これは今後の

教育援助にあたって十分に注意されなければ

ならない点である｡

Ⅳ 7イリピンの農業教育

- とくに中等農業学校教育について-

農業教育は先進国 ･発展途上国を問わず学

校教育と農民教育 とに大別される｡ 農民教育

はいわゆる改良普及 (extention)および 農

民訓練 (farmers'training)から成 りたち,

農村青年教育 (ruralyoutheducation) も

これに含 まれる｡ 学校教育は普通は中等教育

(職業教育 ともいわれる) と高等教育とから

な り,ときには初等教育での農業訓練もこの

なかに入れられる｡ 学校教育は文部省,農民

教育は農務省の所管となることが多い｡いず

れにせよ,農業教育棟構はきわめて複雑であ

る｡ とりわけ発展途上国においてほ国際横閑

が農業教育を援助し,FÅo,UNESCO,ILO

がそれぞれ関係しているためいっそう複雑に

なっている｡ それだけに一国の農業教育の現

状ならびに問題点を総合的に把撞することは

必要であるが, 同時になかなか 容易で はな

い｡とくに農民団体あるいは農業団体,たと

えば農業協同組合などのもつ教育的効果は,

農民訓練としてきわめて重要である (たとえ

ば日本の場合)｡しかしそれだけに その 抱括

的な評価はなかなかむずかしい｡2)

フィ リピンにおける滞在期間が限られ,莱

務が中等農業教員の研修であったために,こ

こではとくに中等農業教育だけについて述べ

る｡

フィ リピンの学校制度は,小学校 6年の義

務教育と, 中等学校 (highschool)4年,

ついで高等教育 (universityorcollege)の

4-5年,さらに原則として2年の修士,あ

と3年の博士課程の大学院教育となる｡ 現状

での義務教育終了者は65%といわれ,中等教

2)桑業教育の問題を世界的規模にとり扱ったもの
として,VVorldConferenceonAgricultural

EducaiionandTrainmg,ReportIandZI,
Rome,ParisandGeneve,1970は重要な文献
である｡
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育終了者は約 6%といわれている｡

現在,中等農業学校は全国に87校あって,

文部省職業教育局の所管するところである｡

注意すべきは,農科大学あるいは大学農学部

が国立13,私立 5あり,私立のうち Mindanao

島の CagayandeOroCityにある Ⅹavier

大学農学部 (ジェスイヅ 下派経営で最も実質

的に成果をあげているといわれている)以外

紘,すべて付属農業学校をもっていることで

ある｡ しかもこの国立大学付属農業学校のう

ち5校は,前記の職業教育局の所管に入って

いるから,実際の全農業学校数は99校となる｡

文部省職業教育局に農業教育課が設けられ

この局所管の農業学校は12の管区にわかれ,

Supervisorが約 5-10校を担当する｡ 別に

祝学官 (Superintendent)が本省に6人,也

方に25人配置されている｡

戦後の農業学校の発展は,表 2の示すよう

にきわめていちじるしい｡1945/46年の22校,

入学者数 5,962人から, 統計の 入手で きる

1968/69年では84校,32,633人となっている｡

1970/71年度には90校に達する計画だという｡

量的にはきわめて急速な発展だといえようが

質的には多 くの問題が含まれているようであ

る｡ そのうちの重要な諸点をあげる｡

第 1は,現在卒業生の45%前後が大学に進

む｡この大学進学率は,一般高等学校よりも

高いといわれている｡ 率直にいって農業学校

は大学進学のための予備校となっている｡な

ぜなら,農業学校は工業学校 ･水産学校とと

もに国立学校であるために,授業料が年30-

40ペソであるのに対し,一般高等学校は主と

して州立で州財政の貧困のために授業料は年

100-150ペソにのぼ り,富裕階級をのぞくと

この授業料の差異は入学者にとって決定的に

重要な要因になっている｡ しかも教員の初任

給は国立職業学校では250ペソであるのに対

し,州立一般高等学校では210-220ペソであ

り,それだけに教員の質は職業学校がすぐれ
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ている｡教員のみならず,全般的に職業学校
の施設は一般高等学校よりも優秀である｡し
かも農業学校のカリキュラムの約60%が一般
教育,40%が農業教育であって,実際に農業
教育を重視していないから,大学進学にはた

いした支障がないわけである｡それゆえに農

業学校が 大学進学 のための 予備校化 してい

る｡ なお,大学進学率の高いことの一般的背

景としてフイ リピソの特殊事情がある｡すな

わちこの国では,明らかにアメリカの影響の

もと,生徒のみならず父兄もまた子弟の大学

表2 フィリピン農業学校の学校数 ･入学者数
および卒業者数

1945-46

1946-47

1947-48

1948-49

三三 三_-I'_:f 二三…

壬99三三二≡冒132;

1951-52

1952-53

1953-54

1954-55

1955-56

1956-57

1957-58

1958-59

1959-60

1960-61

1961-62

1962-63

1963-64

1964-65

1965-66

32

38383838

40

43

5252

75

76

81

82

81

79

1966-67巨81

壬…器=轟 44

二三 -1II_-岩;三
r

ll,233

ll,072

13,077

14,129

17,300

17,247

……7g三日 ≡;≡

14,999 ; 2,596

17,424

17,631

21,984

23,751

26,341

27,438

2,775

2,826

3,060

3,312

3,858

4,424

28,104 4,627

27,754 F 4,426
29,737 t 4,882

33三,･6832日 4,n3･2ai

18.1

18.2

14.9
16.1

17.6

20.4

19.0

21.9

20.1

19.5

16.8

17.8
n.a.
15.6

荏:卒業率は卒業生数を4年前の入学者数で除
したもの｡
出所 :BereauofVocationalEducation,De-
partmentofEducation,TheAgricultural
EducaiionProgram,InformationandSta-
iisiicalGuide 1969-70,Manila,1971.
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進学を強 く希望し,中等教育は大学進学のた

めと日する傾向が非常に強い｡もっともこれ

はフィ リピン教育全体としても重要な問題点

であるが｡

第2は,残 りの50%余 りの卒業生のうち農

業部門に就職するのは約 2割前後ではないか

と推定されていることである｡ (これについ

ては残念ながら全国的調査が行なわれていな

い｡)だから全卒業生の 1割あまりしか 本来

の農業学校教育の目的にそっていない｡この

ことの理由としては次の諸点を指摘したい｡

(1)発展途上国のうち小農制が支配的な国

においてほ農業学校の卒業生の就職先は国家

ならびに地方公共団体の職員あるいは教員で

ある｡ この点,わが国の明治以降の農学校,

とくに甲種農学校卒業生のはたしたと同じよ

うな重要な役割を想起されたい｡ところがフ

ィ リピンの場合,改良普及員,小学校教員の

いずれになるにしても大学卒業が資格条件と

なる｡ したがって農業学校卒業生にはこの就

職先が完全にとざされている｡

(2)発展途上国のうち,農場制 (とくにプ

ランテーション)の発達している国において

紘,プランテ-ションが中級技術者として農

業学校卒業生の重要な就職先となっていた｡

最近,発展途上国において,農業資材の供給,

農産物の加工 ･販売などのアグリビジネスが

発展してきたので,これが卒業生の就職先と

なるべきはずである｡ ところがフイリピソの

労働法では満18才未満の雇用が禁じられてお

り,16才で卒業する農業学校卒業生はプラン

テーションにもアグリビジネスにも直ちに就

職できない｡しかも農業学校教育の内容の貧

困にもとづ く学力の低さのため中級技術者に

もなり得ない｡さらに,フィ リピン全体の失

業率が15-20%にのぼるだけに,これら企業

に就職することは容易でない｡

(3) さらに,発展途上国に共通に見出され

ることであるが,中等教育を終わった青年が

農村に戻って農民になることを好まない｡こ

れは心理的にそうであるだけでなく,たとえ

自作農の場合 でさえ 自家 経営を ひきついで

も均分相続制 のために5人 を最低 とする兄

弟姉妹の多いこの国では,有利な経営者とは

なり得ない｡ しかも, 後述するように小作

制が支配的な地域では,劣悪な小作条件のた

め, 小作農になることは 経済的に不利であ

る｡したがって,卒業生を農業経営にひきと

どめることは むしろ無理だ というべきで あ

る｡

第3の問題は,農業学校教育の質そのもの

についてである｡表 2が示すように入学生の

うち卒業できるものは20%前後にすぎない｡

いわゆる dropout-rateが 非常に高い｡それ

紘,フィリピソの国立農業学校では,アメリ

カ教育制度の影響のもと,入学試験は行なわ

ないが,進級試験に合格しないものは容赦な

くおとすためだといわれている｡ しかし,そ

れ以上に大きな問題は,入学生のガイダンス

やカウンセリングがおざなりにされ,他方,

生徒の知的水準が低 く,勉学の熱意に乏しく,

さらにかれらの教育を受けるための経済的裏

づけ が欠けていることによる｡事実,1968/69

年度の農業学校予算は17,547,000ペソである｡

この年度の実質換算率を1ドル-5.00ペソと

すると約350万 ドルとなる｡ これは農学校 1

校あた り約4万 2千 ドル,入学生徒一人あた

りに見ると約10ドルとなる｡ これから行政費

が差し引かれるから,実際の一人あた り経費

はかれらの授業料 6-8ドルとあまり遣わな

くなるであろう｡ なお教育の質の問題につい

て注意すべきは,教員の質についてである｡

筆者はこの国全体から選抜されたエ リー トで

ある農業学校教員といっしょに研修コースで

3週間を過ごした時かれらが真面目で熱心で

あるとの印象を受けたが,同時にその質問や

討論を通じてかれらの学力があまり高 くない

との印象も受けざるを得なかった｡エ リー ト
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と呼ばれる人でさえそうなのだから,一般は

容易に推測できよう｡

したがってフイリピソの農業中等教育は,

形式的あるいは量的には整っているが,質的

には多 くの深刻な問題を含んでいる｡ すでに

その対策として,職業教育を 5カ年あるいは

6カ年に延長しようとする動きも出ている｡

現段階においては内容の充実をほかるほうが

はるかに重要で あるから, 教育期間の延長

は正しい政策だと考えられる｡ また入学生

の無試験入学を選考制に きりかえ, 同時に

dropout-rateを減ずるよう努力する ことは

当然の対策だと思われる｡

なお最後にどうしても論及しなければなら

ない問題は,各農業学校が 100-300haの小

作農場をもっていることである｡ なかには生

徒に小作させているところもある｡ 生徒がそ

れによって学資をまかない得るとの長所もあ

るが,しかし,農地制度改革が大きな課題で

あるにもかかわらず農業学校が学校経営の基

盤を小作制度においていることは十分に反省

されるべきだ｡ こんどの研修 コース で,

NationalLandReform Councilの JoseC.

Medina,Jr.計画部長が ｢フイリピソの農地

制度改革｣について講義のあと,研修生から

｢農業学校教育に農地制度改革をいかにおり

こむべきか｣との質問がでた時,部長が ｢農

業学校の農場を小作農に解放することだ｣と

いいきったところ研修生の側からほ賛否いず

れの反応も現われず,農業学校としてほ小作

農場を解放した くないとの意向が 汲み とれ

た｡ここにもさきに述べたフイリピソ農業学

校教育における理想と現実とのギャップがま

ざまざ見出されるのであった｡

Ⅴ フィリピン農業開法管見

このたびは農業教育研修コース参加のため

のみフィリピンに滞在したので,残念ながら

フイ1)ピソ農業問題を専門的に勉強する時間
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をもっことができず,しかも研修コースでは

農業の 社会経済的 諸問題が講義された もの

の,遺憾ながらどれをあまり内容が充実して

おらずそれほど勉強にはならなかった｡しか

し,6週間のフイリピソ滞在を通じてフィリ

ピンの当面する農業問題を,現地に即してあ

る程度理解し得た｡ここに主要な三つの問題

点を指摘しておきたい｡

1. 食糧増産と食糧価格

フイリピソの食糧問題についてまず注意す

べきは,イン ドネシアと同じく摂取食料のう

ち表 3が示すように米は全カロリーの約60%

表3 フィリピンの1968/69年度における米カ
｡1)-換算の食糧1人あたり消費量

計 ! 128.8 . 100.0
出所 :LeonMears.AnnualAverage Per
Capita Consumption in Terms of Rice
CalorieEquivalentof Rice and Other
MajorCerealsandStarchy Rootsand

TubersinikePhilib♪inesFY1954/51
1969/70,November17,1970(mime0-
graph,telltative)

にすぎない｡したがって米とその他の食糧と

の代替関係に特別の注意が払われなければな

らない｡しかしフィリピンの最近の食糧問題

として重要な点は,従来の輸入国であるこの

国が1968年に米の輸出に転じ,4.6万 Tlソ輸出

したことである｡ 戦後の統計を LeonMears

教授の作成のものに よって見ると (蓑4),

フイリピソの米の純輸入は年によって非常に

異なる｡1960年代だけを例にとっても,1960

午,62年は少しではあるが輸出超過であった

のに対し,1965年には実に56万 トンの輸入を

行なっている｡ ここにフイリピソの米の輸出
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表4 フィリピンの米の輸出入

1946 149,343 n.a. n.a.

1947 125,383

1948 120,111

1949 145,557

1950 4,919 9

1951 109,123

1952 62,941

1953 1 1

1954 42,629

1955 63,518

0 125,383

0 120,111

1 145,556

601 △ 4,682

0 109,123

1 62,940

235 △ 1,234
0 42,629

8 63,510

1956 42.401 20 42,381

1957 77,904

1958 230,669

1959 6,502

1960

1961 186,380

1962

1963 256,303

1964 298,859

1965 559,560

1966 108,184

1967 290,643

1968 8

1969 9

16 77,888

30 230,639

21 6,481

1,628 △ 1,627

53 186,327

62 △ 62

90 256,213

91 298,768

26 559,534

108,164

53,477 236,976

46,314 △ 46,306

508 △ 499

出所 :LeonMears,o♪.cii.

人のひとつの特質が見られる｡1968年の輸出

はむしろ前年の輸入をこの年度に再輸出した

と見るべきであるといわれ,69年は輸出入と

もゼロに近 く,70年の統計はまだ発表されて

いないがはばゼロに近いのではないかといわ

れている｡ 戦後3年以上輸出超過が続いたこ

とがないから,フィリピンはもはや米輸入国

でなくなったのではないかとの兄とおしが立

てられる｡ これはまことに急激な変化という

べきである｡

この発展は, 1967/68年以来の米の生産の

急激な増大にもとづ く (表 5参照)01960/61

年以来はば 250万 トンであった全生産高が,

1966/67,1967/68両年は260万 11ン台とな り,

表5 フィリピンにおける米の収穫面債と生産高

収穫 面精

ha
1945/46 1,649,960

1946/47 1,879,600

1947/48 2,026,380

1948/49 2,614,100

1949/50 2,214,000

1950/51 2,251,800

1951/52 2,466,040

1952/53 2,655,000

1953/54 2,645,440

1954/55 2,655,540

1955/56 2,742,480

1956/57 2,768,120

1957/58 3,154,100

1958/59 3,329,410

1959ノ/60 3,306,460

1960/61 3,197,750

1961/62 3,179,190

1962/63 3,161,320

1963/64 3,087,450

1964/65 3,199,670

1965/66 3,109,180

1966/67 3,096,120

1967/68 3,303,660

1968/69 3,332,150

1969/70 3,113,440

生 産 高

ton
1,053,690

1,355,460

1,454,520

1,617,070

1,691,570

1,698,270

1,837,410

2,040,840

2,065,690

2,078,980

2,124,690

2,171,820

2,079,350

2,391,580

2,427,280

2,404,720

2,537,980

批
鵬
t｡n
.
-｡

諾

-5

諾

-5

完

諾

認

諾

-5

-0

ha
り

2,574,930 .81

2,494,360 .81

2,591,470 .81

2,643,510 .85

2,657,390 .86

3,018,352 .90

2,941,554 .87

3,530,172 1.13

出所 ･,LeonMears,op.cit.

さらに1968/69年には 300万 トンを,さらに

1969/70年には350万 トンを越えている｡ した

がって年率 3.1%をこえる人口増加をまかな

うだけの米の国内供給があったわけである｡

この増産は主として単位面積あた りの収量の

増加にもとづ く｡収穫面積は1957/58年以来

310-330万 haの問を動いてお り, 増加はあ
まり認められない｡しかし haあた り収量は

1961/62年は 0.8トン,1967/68年には0.9ト

ン,さらに 1969/70年は1.13トンにまで増大

している｡

この単位面積あた り収量の増大は二つの理

由にもとづ くと思われる｡ 一つは一般の農業

技術水準の上昇であるが,もう一つは, IR8
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の導入による 『緑の革命』がたしかに大きな

役割を演じたことである｡この新品種による

作付両横は表 6のごとくであって, 1968/69

年で全作付面積の12.3%に達している｡この

新品種の普及とそれによる収量の増大は,き

わめて複雑な問題を含んでいるものの,たし

かにこれがフイ1)ピソの米の生産性上昇に寄

与した ことそれ自体は認め られねばならな

いo

表6 フイl)ピソ米作における新品種作付面析

年 度 l新品種作付面積 ‡作 付 率
千 ba %

2.4

7.7
12.3

出所 ･.RandolfBarker,TheRole of the
ZniernaiionalRiceResearchInstituteinthe

Develo♪mentandDissemination ofNew

RiceVarieties,(Mimeograph),LosBaaoz,
1970.

1970/71年において直面している問題は 米

価の騰貴である｡ちょうど私の滞在していた

2月下旬,標準米 (Macanordinario)はマ

ニラで1ガンク2.20ペソであった｡これが満

1カ年前には1.50ペソであったから, 約 47

%の騰貴を見て いる｡ (なお,1ガンクは

2.2kgであり, 当時の nOatingratelド

ル-6.45ペソで計算すると, トンあた り155

ドルとなる｡ これは国際価格を上まわる｡ も

っともキロあた り約59円となるからわが国の

消費者米価の三分の一にしかならないが.)

この米価騰貴の要因としては,根本的には

floatingrateの影響に もとづ くインフ レー

ションの進行と,輸入が行なわれない結果と

しての米の国内需給のひっ迫とがあげられよ

う｡なお輸入によってチェックできるにもか

かわらず, 政府の米の調節機関である Rice

andCornAdministration(RCA)がほとん

ど機能をはたしていないことと,主として中

国系フイリピソ人が占める米集荷卸売業者が
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投機的退蔵を行なっていることが指摘されて

いる｡ これに関連して,私が滞在中見聞した

動きを2点ここに書きとめておきたい○ひと

つは, 2月下旬 RCA が日本から30万 トソ

の米の輸入を計画し発表したことである｡す

なわも,1970年に成立したわが国食糧庁の延

払い法にもとづ く米穀輸出によって RCAが

米輸入をはかろうとしたのである｡この目的

紘,(1)米の季節的不足を補うこと,(2)仲

介業者に よる退蔵米を はき 出させること,

(3)RCA の財政的困難を解決することに あ

る｡RCA の財政状態については, フィリピ

ン中央銀行からの借入が590万ペソに達し,

動きがとれなくなったといわれている｡ 日本

の延払い輸出による米の返済は30年後に行な

われればよい｡か りに米を 1kgあた り1ペ

ソとすれば,30万 トンの輸入によって3億ペ

ソの代金が RCA に入るわけで, RCA の当

面の財政問題が解決されるわけである (The

ManilaTimes,Feb.25,1971)｡ したがっ

て RCA の動きは,日本の延払い輸出を利用

して,当面の財政的破綻を避けようとしたの

がその本音だと思われる｡ しかし3月に入っ

て日本側がこの借款に積極的でなかったこと

と,フイ1)ピソ政府側においてもこの案を支

持しない動きが 強まり, マルコス大統領は

これを採用しない旨を声明した｡ 非能率にし

て素乱をきわめた RCA への財政救済のため

の米輸出が行なわれなかったことは,日本と

フイリピソの双方にとってよかったと思う｡

ただ,日本米延払い輸出については,こうし

た動きがアジア諸国から次々と生まれるので

はないかと予想される故,わが国としてほど

こまでもこの輸出の目的を明確にすべきだと

考えられる｡

つぎに,3月に入ってマルコス大統領がフ

ィ1)ピソ米仲介業者組合に圧力をかけ,組合

をして米価を借上げさせない 旨を声明させ

た｡その結果として,私の滞在中の3月中旬
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までは米価は横ばいとなった｡はたしてこの

米価騰貴をどこ まで おさえ 得るかは 疑問だ

が,少な くともかかる圧力が一時的成功を納

めたのは,たしかに中間商人による退蔵米の

存在を意味している｡もっともこの表面的か

つ短期的な動向だけでは米需給や価格関係も

理解できないが,フィリピンの政治経済関係

や中国人あるいは中国系フィリピン人の役割

を示す興味ある現象と思われた｡

2. 農地問題と農地制度改革

広 く指摘 されているように,たしかにフィ

リピン農業の 基本的な 問題は 小作制度に あ

る｡ 最新のデ-タとしていまなお使用 される

1960年農業センサスによると,全フィ リピン

および中部ルソンの小作の比率は表 7の示す

ところである｡ 小作農および自小作農が全農

場数の53%を占める｡ しかも小作農は収益折

表 7 全フィリピンおよび中部ルソンの土地所

有形態別の農場数および農場面積の比率

全フィリピン ｢古都ル ソン

l % %
自 作 農 弓44･7 53･2

日 小 作 農 114･4 14･7

l

197日 1879

64.7 .58.2

1

計 100.0 100.0 100.0 100.0

出所 :1960CensusofAgriculture･

半の分益小作農あるいは刈分小作農 (share-

cropper)である｡ 地域的にみるとフィリピ

ンの小作問題のやかましいのは 5州からなる

中部ルソンであって,小作農だけで64.7%,

これに自小作農を合計すると全農場数の約 8

割になる｡ この中部ル ソン5州のうちでも小

作農の比率は州によって異なり, Pampanga

B5.2%,NeuvaEcija76.5%,Bulacan69.1

%,Tarlac62.2%,Pangasinan50.1% と

なる｡ 私はこのうちの NeuvaEcija州に 滞

在したが,小作農の貧困さはかれらの建物を

一見するだけで もうかが い知る ことが でき

る｡ 多 くの農家はジャバのそれよりも劣って

いる｡ ところがそれと対象的に,街路にそっ

て非常に新しい近代的住宅が見られる｡ これ

らは地主の家である｡ これもまた,ジャバで

は見られないところだ｡地主と小作農との家

がわれわれに一見してわかるなどということ

紘,東南アジアのどこにも見出されない風景

なのだ｡ まさにこの中部ル ソンこそ, Huk

(Hukbalahap)の跳梁したフィリピンの問題

地域 (problemarea)であることがよく理解

できるのであった｡3)Hukの活動は現在下火

になっているが, Bulacan,Pampanga,Ne-

uvaEcija,Tarlacの4州にまたがってそび

えるArayat山を本拠とするかれらはなお根

絶されていないという｡

さて,フィ リピンの農地制度改革は1963年

制定された AgriculturalLandReformCode

によって積極的にとりあげられ,1966年 1月

就任したマルコス大統領のもとでより活発に

進められているといわれる｡

しかし子細に検討すると,小作農をして一

挙に自作農にするといういわゆる農地制度改

革ではなくて,刈分小作農 (フィリピンでは

share-tenantという) を借地農あるいは 定

額小作農 (lessee)に, これをさらに年賦償

還農 (amortizingowner)にし,年賦償還の

あとで完全自作農 (fullowner)になるとの

過程をとることである｡いいかえると,刈分

農と自作農との間に借地農なる段階を設け,

ここにフィ リピン農地制定改革の重点をおい

ている｡ フィ リピンの農地制度改革は,現在

では,

(1)定額小作農あるいは 借地農化 (lease

3)中部ルソンの農業問題については, Akira
Takahashi,LandandPeasantsin Central
Lu20n-Socio-EconomicSiruciureofAPhil-
iPPine Village,Honolulu,1969がすぐれた
文献である｡
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hold)

(2)移住 定着地 の 改善 (Upgrading of

landedestatesandsettlements)

(3)私有農場の国有化 (Aquisitionofpri-

vateagriculturallands)

(4)公有地の開発 (Openinganddevelop一

mentofpubliclands)

(5)労働力の訓練と開発 (Manpower

traininganddevelopment)

以上の 5項 目をかかげている｡ したがって,

自作農化は第 2の移住定着地の改善のなかの

一項 目としてとりあげられ,この移住定着地

改善 も道路,濯概その他インフラス トラクチ

ャーの改善を主としている｡ 完全所有権を移

住農家に与えることはほとんどとりあげられ

ていないのである｡

さて,農地制度改革の主軸となる定額小作

農化あるいは借地農化の実績については,義

8が示すように定額小作契約ずみの借地農は

1970年12月末で総数36,054にすぎない｡フィ

リピンの小作農数が 1960年 農業 センサスで

864,538｡ これに自小作農 301,944を加える

と1,166,482が小作農 ･自小作農の総数とな

る｡したがって借地農化されたものはわずか

に3.09%にすぎない｡ しかも契約締結農家数

表8 定額小作契約農家数 (1970末現在)

契 約 数 岳借地農数

契 約 登 記 ず み

登記未了の契約ずみ

妥 協 契 約 ず み

口 頭 契 約 ず み

8,039

5,283

6,150

16,582

計 ! 38 ,153 . 36,054

衰癌化ゐ亮
または地主
申請の出て

注 :妥協契約 (compromiseagreement)は,
契約登記をしないで成立ずみ借地契約｡

出所 :LandReformAuthority,BasicZnform-
aiion on LandReform Projects,(mime-
ograph)Manila,1971.
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のうち契約登記ずみ農家数は22.3%にすぎな

い｡したがって定額借地農化はまととに遅遅

たるものである｡

その他の (2)ないし (5)の実績について

は省略するが,どれもほとんど進んでいない

といえよう｡ マルコス大統領の再三の声明に

もかかわらず,農地制度改革の実績はあがっ

ていないと断言してもさしつかえない｡ まさ

に政治の遊びだとの感が強い｡なぜ農地制度

改革が進 まないかについては徹底した分析が

必要とされようが,結局はこの国の社会経済

構造と政治過程とに不可分的に結びつ く｡現

在フィ リピンできわめて多 くの文献が出版さ

れているが,残念ながらこれという文献は見

当たらなかったことを付記しておきたい｡

3. 農業開発の地域的分化

イン ドネシアの農業開発では,ジャバ ･マ

ドゥラ島の 内債 とその他の 外領諸国に おい

てそのあ り方が非常に異なってお り,地域開

発が 主要な 問題 になっている｡ フィリピン

においても,別の意味で地域的差異と,それ

にもとづ く地域開発に注意が払われなければ

ならない｡ このフィ リピン農業の地域性は,

表9 フィリピンの地域別農家あたり農場面積

(1960年)と人口増加率 (1948-1960年)

丁麗豪高亮~~り
農 場 面 積

全 国

Manila

llocos

Cagayan
中 部 Luzon

南 Tagalog
Bicol

東 Viasa

酉 Viasa

北東 Mindanao

南西 Mindanao ]

ha
3.59

3

7

7

5

4

6

6

3

9

5

0

7

9

2

5

5

4

1

1

3

2

3

4

2

3

4

5

年~簡~方
.U増加牢
.%
40.8

16.0

22.1

55.2

33.0

66.4

40.8

14.8

24.1

52.5

110.3

出所 :農場面積は AgriculturalCensusoj
1960.人口増加率は,F.L.Wernstedt&
J･E･Spencer, The Philippine Island
World,Berkeley,1967の表から計算O
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その経営規模の開きにおいても人口の国内移

動によっても明らかである｡ これについての

詳論は他の機会にゆず りたいが,注 目すべき

紘,Mindanao島 (とくにその南部)におい

ての人 口増加がはげしいこと,東西両 Viasa

(Samar,Layte,Bohol,Panay,Negros諸

良) においてほ人口が停滞に近いこと, い

いかえると それだけ 流出して いることで あ

る｡しかもその中問に位置するル ソンおよび

ミソ ドロ島でも開発可能性に相違がある｡し

たがって開発方式は,ル ソン,ヴィサヤ, ミ

ンダナオについて それ ぞれ異なるべきで あ

る｡4)

農業開発にいたっては,各農業地域 ごとの

開発計画の重要性が大切であると思われる｡

4)これについてのすぐれた文献として F･L.
Wernstedt&J.E.Spencer,ThePhili♪♪ine
ZslandWorld,Berkeley,1967.をあげること
ができる｡また,抱括的であり重複は多いが,

宮原幸則編 『フィリピンの農業一現状と課題』

アジア経済研究所,1970は適切なフィリピン農
業の概説書であり,このなかに地域性が論ぜら
れている｡

もちろんこれには米作以外のサ トウ,ココヤ

シ,アパカなどの輸出用作物の開発増産の問

題がからみあう｡

フィ リピン農業のもつ開発増産の潜在性は

大きいとの強い 印象を 受けた｡ たとえば,

『緑の革命』の潜在的可能性が高いし,また

新開地域, とくに Mindanao島に おけるパ

イナップル,バナナ,メイズなどの日本市場

向け農産物の開発輸出の可能性もまた高いと

思われる｡ただ,その潜在的可能性を頚在化

するための資本と企業能力とにきびしい制約

があれば,さらにまた政治的条件に,いっそ

うの阻止的要困が見出されるのではなかろう

か｡ここにフィリピンの最 も重大な悩みがあ

ることが痛感せられた｡

295


